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研究ノート 
 
「つなぐ」復興の民族誌 
―東日本大震災における中間支援を事例として 
 
中村 智恵美 
 
1. はじめに 
 
 2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分。牡鹿半島の東南東 130km 付近の三陸沖を震源とし、
日本の観測史上最大のマグニチュード 9.0 を記録した地震が発生した。この地震は大
規模な津波を引き起こし、東日本の太平洋側を中心に甚大な被害をもたらしたことか
ら、政府はのちにこれを東日本大震災と名づけている。 
 筆者がこのたびフィールドワークを行ったみやぎ連携復興センタ （ー以下れんぷく）
は、この東日本大震災を機に設立された組織である。れんぷくは、宮城県仙台市内で
15 年以上の間、NPO や市民活動を支援し続けてきた NPO 法人「せんだい・みやぎ
NPO センター（以下せ・み）」を母体として、震災復興支援に特化した業務を行って
いる。 
筆者は、自らもインターン生として事業に携わりながら、れんぷくが被災者/被災地
のニーズに合わせて事業の内容を展開させ、組織として形作られていく様子を観察し
てきた。れんぷくは現在、被災地への支援を行う行政・NPO・NGO などの団体間の
連携、物資や情報の伝達・共有を専門的に行っている。これらの活動はどのような背
景をもとに、どのような意義を持ち、どのような人々によって行われているものなの
だろうか。筆者はれんぷくにおけるフィールドワークをもとに、れんぷくという組織
の持つ機能を明らかにし、災害時における中間支援のあり方について考察する。 
 
2. 災害ＮＰＯの誕生と中間支援組織 
 
近年、大規模な災害時、行政等による対応のほかに、災害復興支援を行う NPO の
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存在が注目を集めている。本稿では、このような活動を行う NPO を「災害 NPO」1と
名付け、災害 NPO の活動やそれを支援する中間支援組織についての概要を述べる。 
そもそも、NPO の活動が日本社会の中で話題になったのは、1995 年の阪神・淡路
大震災におけるボランティアがきっかけである。この大震災では、当時 1 日 6 万人、
1 年間で約 137 万人ものボランティアが活動した（神戸市 2006）。この活動は様々な
メディアで大きく取り上げられており、震災が発生した 1995 年は「ボランティア元
年」とも称されるほどであった。しかし、そこには「法人にもなっておらず、社会的
な認知もないうえ、寄付金の免除団体でもないことが、制度的欠陥である」という問
題も生じていた（雨宮 2002: 29）。 
そこで、この被災者救援のボランティア活動や市民活動を支援するための社会的環
境整備を進めるために注目されたのが、アメリカ発祥の NPO という新しい組織の形
態である。NPO は、「ボランティア活動と市民事業をプラスした組織」であり（田中
1998: 20）、その制度としては、「①ボランティア・市民団体が簡単に法人格を確保で
きるようにすること、②その法人格を取得した団体に税制上の優遇措置をすること」
がポイントである（田中 1998: 18）。 
以上のようなボランティアの制度不備という背景をうけて、我が国では 1998 年に
「特定非営利活動促進法」（NPO 法）が制定され、施行されることとなった。この法
案施行後、NPO 法人の認証は、約 1 年半で 1700 件、2 年半で 3800 件、3 年半で 6500
件を超え、NPO 法人の数は現在もなお増え続けている（内閣府 2012）。さらに、2001
年には NPO 法人の税制優遇も認められ、NPO の体制はさらに整えられていった。 
NPO 活動の目的としては、NPO 法 2 条 1 項によって保健・医療から福祉・まちづ
くりの推進等、様々なものが認められており、その中には災害復興支援活動も含まれ
ている。以下では過去の災害時に活動を行った NPO の事例を紹介する。 
まず、1998 年に福島・栃木県境で起こった豪雨災害や会津地方での雪害時にボラン
ティアを組織し、支援活動を行った NPO 法人に「ハートネットふくしま」がある。
この団体はもともと阪神・淡路大震災時に、福島県郡山市から高齢者や障がい者の支
                                                  
1 なお、通常時は災害に関する活動を行っていなくとも、災害発生時に被災者や被災地支
援活動を行った NPO もある。宮城県（2011）は、東日本大震災において、そのような
NPO も NPO 法に基づく団体として認可していることから、ここでは災害に関わる活動を
行ったという点において、広義の災害 NPO として含めることにする。 
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援ボランティアを派遣する団体として生まれたものである。そして、その震災で学ん
だ、「要援護者などのマイノリティ被災者には長期間に渡り通常以上の多岐にわたる支
援が必要であることと、人や組織のネットワークが最後まで残るライフラインである
ということ」を（吉田 2003: 348）、その後の活動に生かしているという特徴がある。 
また、2004 年に発生した新潟県中越地震についても、災害 NPO の活動の記述があ
る。中越地震は、山深い集落の中で、いわゆる「伝統的」な社会構造や生活様式をもっ
た人々が被災したという点において、大都市直下型と形容された阪神・淡路大震災と
は大きく異なる特徴を持っている。また、この中越地震では各所で山崩れも発生し、
生業を再開することも長期にわたって困難となったほか、村や集落全体が長期的な避
難生活を強いられた所もあった。このようなことから、災害 NPO の活動において、「阪
神・淡路大震災における都市の被災と復旧・復興の経験は、そのままでは、中越地方
での救援活動には活かせない面が多々見られた」との指摘がある（渥美 2008: 90）。
しかし、阪神・淡路大震災の被災地から来た災害 NPO や阪神・淡路大震災を経験し
ている NPO は、「KOBE2の教訓」を伝えようという意志を持っていた。渥美による
と、具体的には、全村避難となった山古志村の人々が当初は避難順に各避難所へ入っ
たところ、約 10 日後に出身集落ごとに同じ避難所に入ることができるよう移動するこ
とになったという（渥美 2008）。ここには、被災以前の人間関係を維持することが被
災者へ安心感を与えるという KOBE の教訓が生かされていた。 
その他、2007 年の石川県能登半島地震、中越沖地震、2008 年の岩手・内陸沖地震
においても災害 NPO が復興支援活動を行っている（渥美 2008）。そして、それらは
いずれも、「ハートネットふくしま」のように阪神・淡路大震災での活動がきっかけと
なって出来た団体であったり、それまでの他の震災支援活動から得たノウハウを利用
した支援を行っている団体であったりすることが多い。 
以上のように、日本における災害 NPO は、阪神・淡路大震災での活動をきっかけ
として生まれた団体が、その震災の経験を生かした復興支援を行っているという特徴
がある。 
しかし、このような災害 NPO の活動には、行政との連携が弱いという問題点も生
じている。これは以下に述べるように、災害時における NPO の活動を調査した研究
                                                  
2 ここでの「KOBE」という表記は、地名ではなく阪神・淡路大震災の被災地という意味
で使っている（渥美 2008）。 
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者の間でも、度々指摘されている点である。 
災害 NPO は、行政の手が届かないところに対して重点的に支援を行うことが出来
るため、行政と協力、連携して活動を行うことが重要であると多くの研究者は指摘す
る（秋山 1995; 柏木 1995; 青田・室崎 2003; 渥美･杉万 2003; 吉田 2003; 金子
2005; 渥美 2008; 稲垣 2008; 菅 2008）。しかし、実際は、個々の NPO が行政と連
携し、ともに支援にあたることは難しい。NPO が単に行政の下請けとなったり、行政
からの委託事業に依存し過ぎるあまり、本来の目的である、NPO 独自の活動を展開す
ることもままならないといった状況があるという（朝日新聞 2003）。 
そういった状況の中で、行政やNPOといった組織の連携を強めるための役割を担っ
ていたのが「中間支援組織」である。中間支援組織は、「地域社会や NPO のニーズを
把握し、人材（ヒト）・資金（カネ）・情報などの資源提供者と個別の NPO を仲介し、
それぞれの NPO の育成支援をはかる組織」（高橋・保坂 2003: 97）と定義されてお
り、この組織の役割には、①インキュベータ（NPO の育成）、②インターミディアリー
（NPO の仲介）、③インフラストラクチャ （ーNPO の活動環境の整備）の 3 点がある
という（高橋・保坂 2003）。 
このような中間支援組織は、国外ではノースリッジ地震、台湾大地震、国内では阪
神・淡路大震災、中越地震といった大規模災害において、いずれも災害発生以降に立
ち上げられており、行政と NPO の連絡・調整、NPO 間の連携強化、情報共有等を行っ
ている（青田・室崎 2002; 青田・室崎 2003; 稲垣 2008; 阪神大震災地元 NGO 救援
連絡会議 1996）。これらの組織は、特に行政と連携して活動を行うことによって、支
援団体と行政の「つなぎ」役を果たしている。 
また、この組織のうち、中越地震の際に設立された「中越復興市民会議」は、もと
もとは「被災地のボランティアセンターや NPO の連携を目的としたセンター」であっ
たが、ボランティアセンターの閉鎖とともに「復興の支援を目的とした中間支援組織」
へ移行したものである。この組織は、被災者の声を聞き、復興施策に反映するという
阪神・淡路大震災時の教訓をもとにした理念と、震災以前から NPO によって行われ
ていた、住民主体の地域コミュニティの活性化やまちづくりを推し進めるという理念
のもと、活動が行われている（稲垣 2008）。 
以上のように、大規模災害の発生時には、被災地における災害 NPO 等の支援団体
をコーディネートし、マッチングを行う活動、すなわち中間支援が求められている。
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また、このようにして出来た災害時における中間支援組織は、各団体を「つなぐ」と
いう意味で、高橋・保坂（2003）が述べたインターミディアリー（NPO の仲介）と
しての役割に特化し、被災者・被災地への円滑な支援を補助していることが分かる。 
 
3. れんぷくの活動と組織の推移 
 
 ここでは、筆者がフィールドワークを行ったれんぷくについて、2011 年 3 月末から
2012 年 6 月頃までの様子を記述する。なお、筆者は 2011 年 8 月から 2012 年 3 月ま
でれんぷくにおけるインターンシップに従事し、自らもスタッフとして事業の準備や
運営、事務作業等に携わっている。本節ではそのフィールドワークの記述を中心に、
れんぷくの団体ホームページや事業報告書も用いながら、れんぷくの組織としての体
制がどのように推移してきたのかを明らかにする。 
 
(1) れんぷくの設立 
 れんぷくとは、2011 年 3 月からの東日本大震災をきっかけに、せ・みが開設した一
組織である。せ・みはもともと、宮城県仙台市に拠点を置き、県内の NPO 支援を中
心とした事業を行う NPO 法人であった。東日本大震災が発生したことにより、宮城
県に集結した国内外の NPO やボランティアといった支援団体へのサポートを行うた
め、せ・みは震災復興支援関連の業務に特化した組織、すなわちれんぷくを設立した。 
初めて「みやぎ連携復興センター」（れんぷく）の名が取り上げられた 2011 年 3 月
20 日の河北新報では、〈東日本大震災/生活関連情報/支援〉の欄内で、以下のように記
載されている。 
 
  NPO 法人せんだい・みやぎ NPO センター（仙台市青葉区）は、事務所内に「み
やぎ連携復興センター準備室」を開設した。被災地支援を希望する県内外の団体
をつなぎ、効果的な災害復興を促す。センターに登録する 159 団体から各地の被
災情報を収集。支援希望の登録団体と、災害対応の知識、経験がある県外団体を
結び付ける（河北新報 2011）。 
 
 この新聞に記載された当時はまだ「準備室」であった当センターだが、4 月 2 日に
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は正式に開設することが決定した。れんぷくの代表は、せ・みの代表理事でもある B
さんが兼任しており、設立された当初は、認定 NPO 法人ジャパン・プラットフォー
ム（以下 JPF）、公益財団法人仙台青年会議所（以下仙台 JC）、一般社団法人パーソ
ナルサポートセンタ （ー以下 PSC）、被災者を NPO とつないで支える合同プロジェク
ト（以下つなプロ）、せ・みという、震災復興支援を行う 5 団体が連携した組織であっ
た。2011 年 4 月から 7 月頃までの間のれんぷくの主な内容は、人的・知的資源の提供、
資金助成、物品の仲介、支援を必要とする NPO からのニーズの集約などを中心とし
た団体間のコーディネートであり、それらを行うため、B さんや各協力団体のスタッ
フによる会議が連日開かれている（みやぎ連携復興センター 2012）。 
 
(2) 体制の移行 
 以上のように、設立当初は会議の主催を中心としていたれんぷくだが、2011 年 7 月
末頃になると東京出身の 30 代男性 S さんが事務局長として着任し、れんぷくは組織
としての運営体制を整えるようになった。 
事務局長 S さんは、もともとは自ら会社を立ち上げ、まちおこし等に関わる支援を
行っていた人物である。特に 2004 年の中越地震発生後には、都市農村交流を柱とし
た地域活性事業を専門とし、2011 年 3 月まで新潟県での事業立ち上げを行っていた。
東日本大震災が発生すると、3月17日にはれんぷく連携5団体のうちのひとつである、
つなプロの被災者支援に参加し、自らも本部長を務めている。S さんは震災を機に宮
城県へ入ったが、つなプロでの働きがせ・みに評価されたことによって、2011 年 7 月
以降にせ・みからの業務委託という形でれんぷくの事務局長として働くことになった。
れんぷくが主催、または共催する会議・セミナーのファシリテーションやそれに伴う
打ち合わせなどの準備のほか、各スタッフの業務を把握し、助言・アドバイスを行い
ながら、れんぷくの活動を統括している。2011 年 8 月から 9 月は、S さんはれんぷく
の他、つなプロ、そして自身の会社、今回の震災で新たに立ち上げた復興支援団体な
どに関わる様々な仕事を同時に並行して行っており、かなり忙しい状況の中にあった。
そのため、休日も全く休むことなく、夜も 12 時近くまで働き、事務所に泊まることも
多々あったが、他の業務との兼ね合いで東京や新潟等、宮城県外にいることも多かっ
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た。 
筆者が 2012 年 2 月に行ったインタビューで、S さんはれんぷくに対して以下のよ
うに述べている。 
 
震災復興に携わる中で、自分が最も大切にして言い続けてきたことは「復興の主
役は被災者自身」ということ。そもそも、自分は常日頃から「地元中心」とうたっ
ているが、それは以前行っていた新潟県での仕事における失敗談があるからなん
だよね。東北の大部分には、人々が慎ましいといったような伝統的な気風がある
と思うけど、自分が仕事で関わったこの町でもそういう気風が根付いていたんだ
よ。自分がまず「こうした方が良い」と言う意見を出し、自分の我を出した時は、
必ず地元の人と衝突してしまっていた。地元の人の話をまず聞き、それから解決
策を探るという手法を学んだのは、この体験があるから。「支援者が何でもやって
しまうべきではない」という思いもこの経験があってこそだ。だから、地元の被
災者を支援する際には、被災者自身が主体となり、れんぷくはあくまでもそれを
後方から支援する立場でいること。これこそが、自分、そしてれんぷくの基本理
念としてきたことなんだよ。 
 
以上のように、S さんはれんぷくの目的として、従来の中間支援組織のような「支
援者を支援する」ことではなく、あくまでも「被災者が主役」として考えることを繰
り返し述べている。そしてこれは、S さんの経験の下、形作られた理念であるという
ことが分かる。 
れんぷくでは、こうしてつなプロの本部長として活躍していた S さんが事務局長と
なったことを受け、それまでつなプロの事務局として使用されていた場所がれんぷく
の事務所となった。この 7 月頃から S さん、そして S さんの補佐である N さんや後
述するスタッフを加えて新たな事業が始動している。筆者が集中的にインターンシッ
プを行った8月末から9月の間だけでも、Sさんをはじめとしたれんぷくスタッフは、
上述の連携団体の代表と行うれんぷく定例会議のほかに、仮設住宅支援者向けセミ
ナー、宮城県から委託された応急仮設住宅周辺環境調査（仮設アセスメント）、県支援
物資の配布等、様々な支援活動の準備・運営を担っていた。 
れんぷくは事務局がある仙台市だけではなく、宮城県気仙沼市や石巻市等の沿岸被
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災地においてもセミナーや会議を主催することによって、被災地に集う支援団体との
親睦を深め、徐々に信頼を得ている。このように、れんぷくが行政と NPO の間を「つ
なぐ」場を作ったことによって、震災以前は NPO の活動を受け入れていなかった市
町が、徐々に NPO の力を積極的に生かそうとする動きも見られていた。 
事務局長の S さんは、支援者に対する仮設住宅のコミュニティ作りセミナーを行っ
た際に、「ここで本当に大事なのは、セミナーの内容なのではなく、同じ地域で支援を
行っているボランティアや NPO、行政といった人々が顔を合わせて、交流を生み出す
ことだ」と話している。れんぷくの事業は、震災によって被災地に殺到した「見知ら
ぬ」NPO 等支援団体が行政や他の団体と連携を取れるようなきっかけ作りを提供する
ことを目的としていたのである。 
 また、2011 年 9 月からは、せ・みのスタッフである 30 代女性の M さんが事務次長
として任命されたことから、れんぷく事務所の整備も行われている。つなプロの事務
局であった頃の名残として大量に積まれていた飲料水や毛布等の支援物資が一掃され、
事務用の机・椅子を購入し、電話を引くといった基本的設備の導入を M さんが担当し
た。M さんはせ・みのスタッフとも関わりが深いことから、せ・みから仕切り板や棚
を貰い受ける、事務所整備のノウハウを教わるというように、せ・みとれんぷくの仲
介役になっていた。 
なお、当初の連携協力 5 団体のうちのひとつである JPF は、この頃かられんぷくの
事業を財政的・人員的ともにサポートしており、れんぷくやその母団体のせ・みとよ
り密接な関係を構築していった。JPF のスタッフの中にも、れんぷくへ出向という形
で、D さんや K さん、U さんという、会議等の運営から県支援物資の配布や新体制の
業務に至るまで業務を担当している人物がいた。 
さらに、2011 年 11 月からは、他 NPO 法人の「右腕事業」を通して、30 代男性の
F さんが新たにれんぷくのスタッフとなった。この「右腕事業」とは、被災地のリー
ダーを支える人材を、「右腕」と称して東北各県の NPO に送り込むプロジェクトのこ
とである。また、同じくこの右腕事業として、20 代女性の R さんが 2011 年 12 月末
から事務スタッフとして、れんぷくに入っている。F さんや R さんはれんぷくの事務・
経理等を引き受け、会議等で事務所を空けることの多い S さんや M さんに代わって、
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事務所に常駐し電話応対等も行っていた。 
このほか、2011 年 11 月頃から、元せ・みのスタッフで、現在は NPO 支援を行う
団体の代表をしている A さんが週の半分ほどれんぷくの業務を行っており、せ・みの
スタッフも必要に応じて活動を補助する等、れんぷくは様々な背景をもった人員で構
成されている。このようにして、れんぷくは徐々に事務局としての形を整え、スタッ
フの増員を行っていった。 
 
(3) 活動の展開 
 2012 年 1 月頃になると、事務局長 S さんを中心として、それまでの様々な業務を
「つなぐ」・「はぐくむ」・「しらべる」という 3 つの観点から整理し、それぞれにチー
フとなるスタッフをつけている。 
まず「つなぐ」とは、様々な連携会議の運営や支援物資の配布という事業を指して
おり、事務次長 M さんがチーフを務めている。会議としては、れんぷくのスタッフに
よる定例会議のほか、岩手県・宮城県・福島県の 3 県連携復興センター会議等を定期
的に行っている。支援物資の配布とは、宮城県の倉庫に集められた国内外からの支援
物資を、直接に被災者に配布するのみならず NPO 等支援団体へも配布し、それぞれ
の支援へ生かしてもらうという事業である。れんぷくはこの事業で県と支援団体の間
に立ち、どのような支援団体がどのような物資を申請しているのかを取りまとめた。 
次の「はぐくむ」とは、事務局長 S さんを中心として新たに考えられた事業であり、
起業家支援や市民活動支援を行うものを表している。これは前述の A さんがチーフを
務めており、2012 年 6 月時点では仙台市・多賀城市・名取市・岩沼市のいずれかの地
域で復興支援活動を行う団体のうち、8 団体への資金助成が決定されている。 
3 つ目の「しらべる」では、JPF からの出向スタッフである D さんがチーフとなり、
仮設アセスメントや県内の支援団体調査等を行っている。仮設アセスメントは、宮城
県内の仮設住宅 400 団地へ調査員を送り、交通機関・商店等の有無やコミュニティの
形成具合を調査することを目的として行われた。これは県から委託されたものであり、
県の緊急雇用創出事業の一環でもあったため、被災者が調査員として雇われている。
また、支援団体調査も同じく県からの委託事業であり、当時県内で活動を行っていた
団体の基礎情報や支援の内容についてアンケート調査を実施したものである。この調
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査では、地元・非地元合わせて 568 団体から回答が得られている。 
 れんぷくでは、以上のように業務を 3 つに再編し、それぞれにチーフをつけること
によって、スタッフの役割を明確化した。この時期のれんぷくは、事務局のスタッフ
が集う「事務局経営会議」でその業務内容の進捗状況等を確認しながら、各スタッフ
の自主性・判断によって業務を行うという事務局長 S さんの方針を尊重していた。こ
のように、アジェンダは統一して持ちつつも、単に上から下へという形は取らず、自
由度の高く、各自の裁量に大きく委ねられる形態を取っているところが、れんぷくの
スタッフ、そして業務に関するひとつの特徴である。 
 また、2012 年 2 月には、せ・みが「平成 23 年度地域づくり総務大臣表彰」におけ
る団体表彰を受賞した。総務省（2012）によると、せ・みは東北地域の市民活動の基
盤づくりに取り組み、その実績をもとに震災後の復興に寄与したことが評価された。
表彰の際にはせ・みの復興支援活動としてれんぷくの設立も紹介されている。一方、
れんぷくも 2012 年 2 月に宮城県知事からの感謝状を授与されている。この感謝状に
は「貴センターは平成 23 年 3 月の東日本大震災において被災された方々及び被災地
のために支援され復旧・復興に多大なる貢献をされました よってここにその功績に
対し深く感謝の意を表します」との文言が述べられている。 
以上のように、れんぷくや、それを立ち上げたせ・みの働きは、行政から高く評価
され、今後の活動にも期待を寄せられていることが分かる。 
 
(4) 組織の転換 
このように事業を展開させ、行政からの信頼も徐々に得てきたれんぷくであったが、
2012 年 5 月頃になると状況が大きく変わった。事務局長 S さんの契約を更新しない
ことをせ・みが決定したのである。その後 5 月末に S さんはれんぷくを辞し、それに
ともなって事務次長 M さんも退職している。また、A さんや「右腕事業」のスタッフ
の F さんと R さんもれんぷくとの契約終了を決め、れんぷくの事務局は当面の間 JPF
の出向スタッフとせ・みの代表理事でもある B さんで運営していくこととなった。 
れんぷくのその後の事業については、2012 年 7 月に発表された事業報告書に記述が
ある。ここでは、2012 年 6 月 1 日から 6 月 30 日の内容として、以下の記述を引用す
る。 
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    6 月からは、事務局体制を改編、3 つの事業内容から「つなぐ事業」のみに絞り
込み、みやぎの復興に向けて、被災地や被災地で支援活動を行なう団体を支える、
多様な中間支援組織とのネットワークの構築に努めた。6 月 23 日には、「復興み
やぎネットワーク会議 準備会」開催。ネットワークに参加している団体への国や
自治体、資金支援団体の最新情報の提供や情報発信、各団体間のマッチング、れ
んぷくが参加している会議の議事録公開などを行うことにしている。また、生活
再建、まちづくりや就労支援、組織運営支援といったテーマ別のワーキンググルー
プの活動支援も行う。なお、「はぐくむ事業」「しらべる事業」に関しては、せん
だい・みやぎ NPO センターとしての自主事業、あるいは他団体や大学などの機
関が実施する際に協力することとした。 
   6 月中旬には、3 県の連携復興センターの活動の一環で神戸を視察。17 年後の
被災復興の様子を視察し、神戸まちづくり研究所との情報交換を行なった（みや
ぎ連携復興センター 2012: 17）。 
 
以上のように、S さんらが退職した後のれんぷくでは、先に述べた「つなぐ」・「は 
 
 
図 1: れんぷくの活動の流れ 
筆者作成 
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ぐくむ」・「しらべる」という 3 つの事業のうち、「つなぐ」のみに特化して活動を行っ
ているという。こうして S さんの理念の下に活動を行ってきたれんぷくは、S さんの
辞職を機に大きな転換期を迎えている。 
 以上、筆者が述べてきた(1)から(4)の一連の流れを示すと図 1 のようになる。2011
年 3 月末から 2012 年 6 月に至るれんぷくの活動は、概ね 4 ヶ月ごとに 4 つの段階で
推移している。 
 
4. 災害と中間支援―れんぷくの記述から 
 
 本節ではこれまでの記述から、れんぷくの役割と災害時における中間支援のあり方
について考察する。まずは(1)として、れんぷくの活動からみた「インターミディア
リー」という機能について論じた後、(2)ではれんぷくの活動の推移をふまえたモデル
化を試みている。 
 
(1) 「インターミディアリー」としてのれんぷく 
れんぷくは、筆者がこれまで記述してきたように、被災者支援を行う NPO 等団体
や行政を様々なレベルにおいて「つなぐ」という役割を果たしてきた。新規に宮城県
へ入った多数の団体が、お互いに関わり合うこともなく個別に活動を行い、行政もど
のような団体がどのような支援を行っているのか把握できずにいたという被災地にお
いて、れんぷくは、各々の団体の活動や物資、情報といったものを結びつけ、多方向
の関係性を生み出す役割を担ってきたのである。このことは、筆者が第 2 節で中間支
援組織の経緯について述べた通り、れんぷくもまた震災によって立ち上げられた中間
支援組織の特徴を持っているといえるだろう。しかし、この「中間支援組織」という
言葉について、筆者が 2012 年 2 月にインタビューを行った際に、事務局長 S さんは
以下のように疑問を投げかけている。 
 
れんぷくは、よく他団体から「中間支援組織」と言われたりするけど、自分とし
てはこう言われると少し妙な感じがする。そもそも「中間」とは何を指すものか
も不明確だし、世間では地域と行政の間に立つという意味で、中間支援という言
葉が使われることも多いから。確かに、直接被災者に会って支援をする他団体と
東北人類学論壇 Tohoku Anthropological Exchange12:22-41（2013) 
 34
比べればれんぷくの仕事は中間支援「的」ではあるね。でも、中間支援だからと
いって、支援団体を呼んで会議だけを行えばいいということは決してない。会議
ばかりでは、現場を知らず、実感も沸かず、現状も見えなくなってしまう。だか
ら自分はれんぷくのほかに他の支援団体も立ち上げ、直接現場を見る機会を作っ
ているんだよ。れんぷくとしてもこういった現場を常に知っているべきだし、そ
のためには「中間支援」に甘んじていてはならないと思う。だからむしろ、中間
支援組織というよりも、その語源である英語の「インターミディアリー」と言っ
た方が適切かもしれない。インターミディアリーというそのままの純粋な意味の
通り、「セクター間をつなぐ」という組織がこのれんぷくなんだと考えているかな。 
 
 筆者は、第 2 節において、中間支援組織の役割にはインターミディアリ （ーNPO の
仲介）というものがあり、災害時にはそれに特化した組織が必要とされると述べてき
た。しかし、第 3 節で明らかにしたように、事務局長 S さんの方針の下、れんぷくは
NPO 等の支援団体を仲介する「つなぐ」事業だけではなく、「はぐくむ」や「しらべ
る」というように業務を発展させ、まさに行政や NPO というセクター、被災者と支
援者というセクター、「現場」と「事務局」というセクター等、様々な分野を結びつけ
てきた。そしてこれらの活動は、事務局長 S さんが話していたように、あくまでも「被
災者が主役」であり、「被災者の自立が第一」なのである。従来の中間支援組織が災害
NPO 等団体を中心に考え、その支援が円滑に被災者へ届くことを専らの目的としてい
たのに対し、れんぷくはあくまでも被災者を中心に考え、「中間支援」の枠組みにとら
われずに多岐にわたる事業を展開している。この点において、れんぷくはまさに事務
局長 S さんのいう「インターミディアリー」という新たな機能を持つと筆者は考えて
いる。 
 
(2) れんぷくと災害サイクル 
災害対策基本法によると、災害とは「暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、
噴火その他の異常な自然現象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の
程度においてこれらに類する政令で定める原因により生ずる被害」のことである（災
害対策基本法 2 条第 1 号）。しかし、人類学や社会学の分野における災害はこのような
ひとつの「出来事」ではなく、社会との関係性をふまえた一連の「過程」と捉えられ
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ている。例えば、『災害の人類学』を著したオリヴァー＝スミスとホフマンは、災害を
「精密な時間軸において分離され時間的に区切られる出来事（イベント）ではなく、
時とともに進行する現象」と述べている（オリヴァー＝スミスとホフマン 2006: 7）。 
また、浦野も災害を過程として考え、4 つの段階に分けて考えている。各段階は緊
急避難、避難生活、仮設生活、生活復旧と名付けられ、被災者/被災地の推移がそれに
よって示されている（浦野 2008）。 
しかし、実際には災害は繰り返すものである。林は浦野と同じく災害を段階に分け
て考えているが、その各段階は円状につながっていると指摘している（林 2005）。 
 
災害プロセスは、災害発生前の準備・警戒期／発生前後の緊急期／発生後の復旧・
復興期の連鎖である。災害後、個人や社会は災害前後とまったく同じに戻ること
は決してない。しかし、災害を経験した個人や社会には、防災への高い意識を育
み、防災力・減災力を高める素地が生まれる。それを持続可能なものにしていく
には多くの困難はあるが、この災害プロセスを上昇の螺旋にするか、下降の螺旋
にするかは、まさに文化や社会に課せられた問題である（林 2005: 3）。 
 
 以上、林が述べた通り、災害の過程は螺旋サイクルである。そして、そのサイクル
は一巡したとしても、被災者・被災地が以前の形態と全く同じものになることはない。
例えば、被災地では災害を繰り返し経験することによって、その経験を次の災害に生
かし、あるいは更なる防災や減災へつなげることができる。すなわち、これは、前述
した林のいう螺旋サイクルのうち、上方へ向かう流れを意味している。しかし、一方
で、災害によって機能が弱まり、荒廃した被災地で次々と災害が繰り返されたり、復
旧期において、逆に災害に対し脆弱な社会を作り出してしまったりすることによって、
その螺旋サイクルが下方へと向かうことも考えられる。だからこそ、林はこの螺旋サ
イクルを、上昇にするか、下降にするかは、災害プロセスを経る社会における課題で
あると論じているのである（林 2005）。 
以上、筆者はこういった理由から、東日本大震災における現在の災害過程は浦野
（2008）の論に沿ってはいるが、これまでの社会、そしてこれからの社会も考えた際
に、林（2005）のいう螺旋状のサイクルが妥当であると考えている。よって、以上の
論をふまえ、災害とそれに関わる過程を以下の図のように表す。 
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図 2: 災害サイクル 
出所: 浦野（2008）と林（2005）をもとに筆者作成 
 
 ただし、この図 2 で示されたようなサイクルは、「避難」「仮設」といった言葉から
も分かるように、被災地/被災者の目線で描かれたものにほかならない。それでは、筆
者がこれまで追ってきた、れんぷくのような中間支援の枠組みを持つ組織から見ると、
災害の段階はどう表すことができるのか。筆者は、これを以下の図 3 のように考えて
いる。 
 ここで、この図 3 が、前述した災害サイクルである図 2 と非常に似通っていること
に注意されたい。すなわち筆者は、れんぷくからみた災害も、被災地/被災者からみた
災害の推移と同様に、螺旋状のサイクルを描くと考えているのである。ただし、被災
者/被災地とれんぷくが全く等しいというわけではない。れんぷくの視点で考えること
によって、災害の各段階の内容は図 2 とは異なっている。以下ではその一連の流れに
ついて説明する。 
 
中村 「つなぐ」復興の民族誌 
 37
 
図 3: れんぷくから見た災害サイクル 
筆者作成 
 
 まず、災害が発生すると、被災地には数多くの支援団体が集結する。そして、それ
らの団体間や、行政と団体といった各セクターを「つなぐ」ために、れんぷくという
組織がせ・みによって設立される。その後、れんぷくは事務所の設置や人員の増加と
いう、組織体制の整備を行い、業務を拡大させている。さらに、そこで生み出された
様々な業務は 3 つのものに区分され、それぞれにチーフとなるスタッフが割り当てら
れることによって、業務のさらなる発展を促している。しかし、S さんをはじめとし
たスタッフの辞職を機に、れんぷくの業務は転換した。2012 年 6 月の時点ではスタッ
フの数が減少し、それまでの業務のうち、1 つのみに絞り込んで活動を行うというこ
とが、ここでいう転換の例である。 
つまり、以上の流れは、筆者が第 3 節の図 1 において表した、れんぷくの活動の 4
つの段階に即しているものである3。しかし、次の災害は必ず発生する。すなわち、林
                                                  
3 ただし、その後のれんぷくのあり方を考えてみると、例えば、震災からの復興が進むに
つれてこのまま業務が縮小していく可能性もあり、あるいはまた中越地震における中間支
援組織の例のように、新たな組織として活動を続けるという可能性もある。そのため図 3
支援団体の
集結 
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（2005）が示したサイクルのように、被災者/被災地だけではなく、れんぷくのような
中間支援に特化した組織にとっても、次の災害の発生を機に、設立→体制の整備→…
といった一連のサイクルを繰り返すことが考えられるのである。そのため、筆者はれ
んぷくの流れを第 3 節における図 1 のような一方向の矢印ではなく、1 つの輪として
表している。 
れんぷくは構成スタッフの背景や過去の災害に関する知識も生かしながら、災害サ
イクルのもたらす段階を推移している。組織に関わる人々の中で災害に関する知識・
ノウハウが蓄積され、活用される限り、その流れは常に以前より上方へ向かっていく。
筆者は第 2 節において、日本の災害 NPO は阪神・淡路大震災をはじめとした過去の
災害の知識を生かして活動を行っていることを示してきた。東日本大震災という、歴
史的に見ても甚大な災害を受け、今後その知識や経験が阪神・淡路大震災時のように
ひとつの指針となるだろうということは想像に難くない。中間支援組織がさらなる上
方の螺旋サイクルを描くため、このたびれんぷくが示した活動の成果や組織の成り立
つ様子は次の災害発生時に大いに生かされるべきであると筆者は考えている。 
 
5. おわりに 
 
筆者は災害に関連した現場に入り込み、れんぷくの活動の記述という「民族誌」を
描き出すことによって、れんぷくがあらゆるセクター間を「つなぐ」という特徴を持
ち、それが新たな「インターミディアリー」という存在であることを示してきた。ま
た、れんぷくが果たした役割は「復旧」ではなく「復興」という上方の螺旋サイクル
を目指す被災地、そして支援団体や他の中間支援組織にとっても大きな意義があった
ことを明らかにした。本稿の題目に立ち返ってみると、その意味で、本研究はまさに
「つなぐ」「復興」の「民族誌」であったと筆者は考えている。 
東日本大震災による被害は甚大で、本稿を執筆している 2013 年 3 月現在において
も全ての瓦礫はいまだ撤去されておらず、被災者は仮設住宅での生活を余儀なくされ
ている。筆者がこれまで述べたように、災害は「出来事」ではなく「過程」である。
その意味で、2011 年 3 月 11 日からの東日本大震災は未だ続いているのである。 
                                                                                                                                            
では「事業の転換」の後に様々な可能性があることを示している。 
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同様に、れんぷくもまた、構成員や事業内容を変えながら存続し、被災地や被災者
に支援の手を送り続けている。れんぷくの活動は今後どのように展開されていくのか、
災害 NPO はどう変化していくのか。本研究にとどまらず、今後の動向に関して引き
続き研究・分析が行われることを期待し、本稿を結ぶこととする。 
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